共同住宅用

消防計画書

消防計画

＊　この計画は、消防法第８条第１項に基づき　　　　　　　　における防火

管理について定めたものです。

＊　この計画は、　　　　　　　　　に居住し又は出入りするすべての者に適

用する。

＊　防火管理者　　　　　　　　　は、この計画の運用に関するすべての権限

を有する他、共用部分の防火管理業務を実施する。

· 各居住者は個々の住戸内の防火管理業務を実施すると共に、共用部分の防

火管理事項を遵守すること。

（居住者全員が遵守しなければならない事項）
１．廊下、階段等の避難路及び防火戸・ベランダの間仕切板（避難器具）付近には、避難に支障となる物品を置かないこと。

２．階段下及び建物周辺を含めた人目の届かない場所等に可燃物を放置しないこと。

３．各住戸及び喫煙設備のある場所以外では、禁煙とする。

４．消防用設備の故障・破損、避難上の障害、火災予防に関する異常等を認めた場合は、防火管理者へ連絡すること。

５．消防法令及びこの計画に基づき防火管理者が計画実施する消防訓練に参加すること。

６．その他防火管理者が防火管理上必要について指示する事項。

（個々の住戸内で遵守しなければならない事項）
1． ベランダ部分は、重要な避難経路となるので障害となる物品を置かないこ

と。

２．電気・ガス器具、暖房用設備器具等は、安全に使えるように点検整備する

こと。

３．暖房器具の燃料は、安全な場所に保管すること。

４．吸い殻等の火の始末を完全にすること。

５．外出時、就寝時には火の元確認を励行すること。

６．住戸内及びベランダ部分に設置された消防用設備等は、常時使用（作動）

できるよう維持管理すること。

（防火管理者が実施する事項）
１．消防計画を作成又は変更した場合、池田市消防本部へ届け出る。

２．防火戸・消防用設備等の状況を確認し適正な状態を維持するよう管理する。

３．廊下、階段等避難の経路となる共用部分の安全性を維持するよう管理する。

４．居住者に対する防火上必要事項についての協力依頼

　ア、居住者が遵守すべき防火管理業務について

　イ、消火、通報及び避難訓練の実施について

　ウ、避難上支障となる物品の撤去、回収について

５．防火管理者の業務状況についての管理権原者に対する報告

　ア、防火管理に関する改善事項及び消防本部（署）からの指摘事項について

　イ、消防用設備等の異常の有無について

６．防火管理業務についての消防本部（署）との連絡調整

　ア、消防訓練の計画、実施についての指摘の要請

　イ、防火管理に関する教育指導の要請

（自主点検・法定点検）
建物等の自主点検及び消防用設備等の法定点検は、次により実施する。

１．建物及び消防用設備等の自主点検は、毎月　　日に　　　　　　 　　　が実施する。

２．消防用設備等の法定点検は、　　　　　　　　　　に委託して機器点検を

６か月ごとに、総合点検を年１回実施する。

３．自主点検の結果は、「自主点検記録表」に記録しておくとともに、消防用設備等の法定点検結果については、　　年に１回池田市消防長に報告する。また、不備欠陥を認めたときは、早急にその是正を図る。

（自衛消防組織と任務分担）
　　　　　　　　　　の自衛消防組織として、　　　　　　　  を隊長とし、

次の任務分担により自衛消防隊を編成する。

	役　 割
	 担  当  者
	活    動    内    容

	指　 揮
	自衛消防隊長

(              )


	・隊員を指揮し、避難誘導及び火災の拡大防止にあたるとともに火災の状況及び逃げ遅れ者の有無等について、消防隊に報告すること。

	通　 報
	火災発見者

及び

通報連絡班(員)

(              )
	· 消防機関(119)への通報又はその確認を行うこと。

· あらゆるものを活用し、発災を知らせるとともに消防隊への情報の提供を行うこと。

	消　 火
	　火災発見者

　　及び

　初期消火班(員)

(              )
	・消火器等を用いて初期消火活動を行うこと。

	避難誘導
	避難誘導班(員)

(              )
	・近隣者に大声で避難の方向を指示し建物

　の外へ誘導する。

・避難状況を指揮者に連絡する。

	· その他地震、ガス漏れ事故等における活動

ガス漏れ事故にあっては、ガス会社(　　　　　　　　　　℡　　　　　　)

へ連絡するほか、火災の発生に備えるとともに負傷者の救出、救護に努めること。


（地震時の活動について）

１．地震が発生した場合には、使用中の火気の消火を行なう。

２．避難は防災関係機関の避難命令又は,自衛消防隊長の判断により開始する。

３．避難にあっては、身の安全を確保した後、混乱防止、屋外への安全誘導に全力をあげること。

自衛消防隊長は、一時避難地　　　　　　　　　に避難誘導するときは、避難誘導班（員）と協力して行う。

（消防訓練）
防火管理者は、有事に際し被害を最小限にとどめるため、災害現象に対応した措置を迅速、適切に行動できるよう次により、消防訓練を実施し、技術の練成を図るものとする。

	訓練種別
	実施月
	 訓　練　内　容

	総合訓練
	
	消火、通報、避難誘導の訓練を連携して実施し、必要と認める場合は消防機関への指導を要請すること。

	部分訓練
	消火訓練
	
	消火器具の取扱要領の習熟を図り、初期消火訓練を行う。

	
	通報訓練
	
	消防機関(119)への通報要領及び火災発生時の連絡体制の習熟を図る。

	
	避難訓練
	
	避難誘導要領及び避難器具の設定要領の習熟を図る。


＊各訓練は、年１回以上実施すること。但し、総合訓練を実施した場合は、部分訓練を省略することができる。

尚、訓練の結果については記録し保存しておくこと。

附則

この計画は、　　　年　　月　　日から施行する。

　追記

（防火管理業務の一部委託）

この計画に基づく防火管理業務の一部委託の有無

　　　　　□　委託有　　　　　　　□　委託無

一部委託がある場合は、別紙様式第１号のとおりとする。

避　難　経　路　図

　各階毎の平面図（階段、誘導灯、消火器等の位置を明示した図面）

様式第１号

防 火 管 理 業 務 の 委 託 状 況

(　　　年　　月　　日)

	防火対象物名称
	

	管理権限者氏名
	

	防火管理者氏名
	

	受託者の

氏名及び住所
	名　　　称

代　表　者

所　在　地

　　　　　　　　　　　　　

（℡　　　　　　　　　　）

	
	担当事務所

　名　　称

　代 表 者                                    

  所 在 地

　　　　　　　　　　　　　（℡　　　　　　　　　　）

	
	教育担当者氏名

　講習受講機関名　　　　　　　　　　修了

	方式
	□常駐方式　　□巡回方式　　□遠隔移報方式

	受託者の

行う防火

管理業務

の方法


	常駐方式
	常駐場所

常駐人員

委託する防火対象物の区域

　□全　域　□一　部（　　　　　　　　　　　　）

委託する時間帯

	
	巡回方式
	巡回回数　　　　　　巡回人員

委託する防火対象物の区域

□全　域　□一　部（　　　　　　　　　　　　）

委託する時間帯

	
	遠隔移報方式
	現場確認要員の待機場所

到着所要時間

委託する防火対象物の区域

□全　域　□一　部（　　　　　　　　　　　　）

委託する時間帯

	受託者の行う

防火管理業務

の範囲
	


　（注）

　　　受託者の行う防火管理業務の範囲については、その業務を具体的に列記すること。

（1） 常駐方式

・火気使用個所の点検等監視業務

・避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理

・火災が発生した場合の初動措置（初期消火、通報連絡及び避難誘導）

・周囲の可燃物の管理

・その他

（2） 巡回方式

・巡回による火気使用個所の点検等監視業務

・火災が発生した場合の初動措置（初期消火、通報連絡）

・周囲の可燃物の管理

・その他

（3） 遠隔移報方式

・火災異常の遠隔監視及び現場確認業務

・火災が発生した場合の初動措置（初期消火、通報連絡）

・その他

PAGE  
1

